
Ⅰ．流動資産 2,849,159 Ⅰ．流動負債 3,817,391

現金及び預金 1,657,698 買掛金 198,739

売掛金 135,835 一年以内返済予定長期借入金 2,304,500

たな卸資産 324,811 未払金 397,287

前払費用 82,718 未払費用 277,616

未収入金 163,360 未払法人税等 11,156

預け金 298,318 未払消費税等 99,576

その他 189,893 前受収益 77,145

貸倒引当金 △ 3,477 預り金 128,732

Ⅱ.固定資産 5,639,752 賞与引当金 254,336

１．有形固定資産 2,325,282 販売促進引当金 23,400

建物及び構築物 1,667,579 資産除去債務 44,900

工具、器具及び備品 330,910 Ⅱ.固定負債 4,638,228

土地 205,000 長期借入金 4,484,500

その他 121,792 預り保証金 152,486

２．無形固定資産 42,476 長期前受収益 1,241

ソフトウエア 42,476 負債合計 8,455,619

３．投資その他の資産 3,271,993

関係会社株式 93,000 Ⅰ．株主資本 33,292

敷金保証金 1,565,756 １.資本金 10,000

長期貸付金 2,793 ２.資本剰余金 141,770

関係会社長期貸付金 1,486,052 ３.利益剰余金 △ 118,478

長期前払費用 124,789 　(1)その他利益剰余金 △ 118,478

貸倒引当金 △ 399 　 繰越利益剰余金 △ 118,478

純資産合計 33,292

資産合計 8,488,911 負債及び純資産合計 8,488,911

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表
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負　債　の　部

純　資　産　の　部

（単位：千円）

資　産　の　部



重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法   

 たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・商品  移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）を採用しております。 

・原材料  主に最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）を採用しております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産  定率法を採用しております。但し、1998 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）並びに 2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物及び構築物・・・・・・３～65 年 

 工具、器具及び備品・・・・２～20 年 

 ② 無形固定資産  

・フランチャイズ権  契約期間に基づき償却する方法を採用しております。 

・自社利用のソフトウエア  社内における見込利用可能期間に基づく定額法を採用しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準   

 ① 貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

 ② 賞与引当金  従業員の賞与に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度負担分を計上しており

ます。 

 ③ 販売促進引当金  主に販売促進を目的とするポイント制度に基づき、顧客へ付与したポイントの利用に

備えるため、当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。 

(4) 外貨建資産負債の換算基準   

   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理方法 税抜方式を採用しております。 

 


